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ー岩手県民のてとてをつなぎ、環境の輪を拡げるためにーー岩手県民のてとてをつなぎ、環境の輪を拡げるためにー

　地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出を2050年までに実質ゼロとする「カーボ
ンニュートラル」に向けた取組が世界中で急速に広がっています。今年度岩手県では、
脱炭素社会の実現を目指して第２次岩手県地球温暖化対策実行計画を改訂することとし
ており、今回その案をご紹介します。地球環境をよりよいものとし、持続可能な社会と
するため、県民の皆さんの一層のご理解とご協力が必要です。

最初に炭の片方の端にペーパー
タオルを巻きます

　炭（木炭）を使って電池を作り、LEDを光らせる環境学習講座が、１月１４日に環境学
習交流センターで開催されました。集まったのは小学生13名です。小さく切ったペーパー
タオルを細長い炭の端に巻き、その上にアルミホイルを重ね、針金を巻くとマイナス極に
なります。片方の端にも針金を巻くと、プラス極になります。そして、両極を銅線でLED
搭載の基板とつなぎ、ペーパータオルに塩水をたらすと、「点いた！」と子どもたちの歓
声があがりました。完成した炭電池を使用済のペットボトルに入れ、表には好きな絵を描
きました。LEDの灯りで、絵がらは素敵に浮かびあがりました。「炭で光があふれるので
災害時にも役立つ！」「簡単な材料で作れるのが楽しい！家でも作ってみたい！」などと
子どもたちの感想が次々とあがりました。点滅するLEDをまじまじと見つめる子どもたち
の目は、LEDと同じ輝きに満ちていました。

「炭で灯りをつけよう」「炭で灯りをつけよう」
炭発電教材によるエネルギー教育

環境
学習講座

１

ペーパータオルの上にアルミホイ
ルを重ねます

２

針金を巻いてマイナス極とします

３

もう片方の端にも針金を巻き
プラス極とします

４

LED 搭載の基板をつなぎペーパータオル
に塩水をたらすと LEDが点きました！

５

ペットボトルの表面に自由に絵
を描きます

６

製作指導は佐藤清忠先生、 説明はゆっくり、 優しく、 とても丁寧でした

点滅する LED

7

全員の LEDが光りました

8
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第2次岩手県地球温暖化対策実行計画

　進行する地球温暖化は、私たちの暮らし、経済、社会に重大な影響を与え、この対策は一刻の猶予もありません。岩手県では、県民、
市町村、事業者、教育機関等が一体となり、温暖化対策を推進する「第 2 次岩手県地球温暖化対策実行計画」を一昨年 3 月に定
めました。その後、国の地球温暖化対策計画の目標が、2030 年度温室効果ガス 46％減（2013 年度比）に決まる等、状況が大
きく変化しています。
　岩手県は、2019 年 11 月、国に先駆け「2050 年度温室効果ガス排出量実質ゼロ」を表明し、2021 年 2 月には「いわて気
候非常事態宣言」を出す等、常に先駆的に温暖化対策に取り組んできました。一昨年 3 月に温室効果ガス排出削減割合を 2013
年度比 41％とする温暖化対策実行計画を発表しましたが、再生可能エネルギーに関する本県のポテンシャルが高いこと、昨今の
物価高騰に伴う企業・県民の省エネルギーに対する関心の高まり等を踏まえ、岩手県では、温室効果ガス削減割合の目標引上げ
を含め、実行計画の改訂を予定していますので、その概要をお知らせします。

改 訂 案 の 概 要

地球温暖化の現状と課題
　地球温暖化は、地表面付近の大気や海洋の温度が長期
的に上昇する現象であり、石油や石炭等の化石燃料の消
費等で生じる温室効果ガス排出量の増加が主な原因です。
地球温暖化が原因と言われる気象災害が顕著になり、本
県でも台風や豪雨により大きな被害が生じています。温
暖化による農作物の品質低下や、漁獲量の減少等の他、
野生鳥獣の生息域の変化、熱中症の増加など、県民生活
への広範な影響が出始めています。世界の平均気温は
100年当たり0.73℃の割合、日本の平均気温は1.28℃、
盛岡は1.8℃、宮古は0.7℃の割合で上昇しています
（図.1）。温室効果ガス排出量の削減は喫緊の課題です。

温室効果ガス排出量の現況

　本県の2013年度以降の温室効果ガス排出量は、減少
傾向にあります（図.2）。2019年度の排出量は、
11,282千トン、温室効果ガスの削減対策等で2013年
度比12%（再エネ導入の削減分3%を含む）の削減と森
林吸収削減分10%を合わせ、22%削減されました。改
訂案では、2030年度を目標年度とし、削減対策等で
47%（再エネ導入の削減分7%を含む）と森林吸収削減
分10%を合わせ、2013年度比57%の削減を目指しま
す（表.1,図.3）。

図.1　盛岡、宮古の年平均気温の推移（出典　盛岡気象台提供データ）

図.2 本県の温室効果ガス実排出量の推移
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表.1 温室効果ガス排出量・削減量（千トン- CO₂）・2013年度比割合(%)

図.3 本県の温室効果ガス削減目標
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（2019年度及び2030年度は、再生可能エネルギー導入・森林吸収による
削減効果を含めた排出量を記載している）

( 千トン‐CO₂)　

＊ 削減対策・森林吸収による削減効果を含めた量
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　温室効果ガス排出量の削減目標の達成に向け、「省エネルギ
ー対策の推進」「再生可能エネルギーの導入促進」「多様な手
法による地球温暖化対策の推進」を3本の柱として実施します。 
①省エネルギー対策の推進
◇家庭における省エネ化：住宅等の省エネ化、省エネ性能の
高い設備・機器の導入促進、エネルギーの効率的使用促進

◇産業・業務における省エネ化：省エネ性能の高い設備・機
器や再エネ設備の導入促進、環境経
営等の促進

◇運輸における省エネ化：公共交通の
利用促進、次世代自動車普及促進、
物流の環境負荷低減

②再生可能エネルギーの導入促進
◇着実な事業化と地域に根ざした再エネの導入：導入量拡大、

温暖化対策実行計画の目標

目標の達成に向けた対策・施策

気候変動への適応策 各主体の役割と計画の推進

★目指す姿★

　省エネルギーと再生可能エネルギーで実現する豊かな生活と

持続可能な脱炭素社会

★2030年度目標★

・温室効果ガス排出削減割合（2013年度比）57％

・再生可能エネルギー電力

　自給率66％

・森林吸収量1,416千トン

 2030年度の温室効果ガス削減量の目標は、8,189千トンで、
2013年度排出量の57％です。部門別の削減割合は、2013
年度比で家庭部門57%、産業部門41%、業務部門60%、運
輸部門32%です。また、再エネ導入を7％とし、森林吸収を
2019年度と同等の10％としています（表.2）。 
　注目される再エネ導入ですが、再エネによる電力自給率は、
2025年度に54％程度になる見込みです。その後、FIP制度
など新たな促進施策により、2030年度には再エネ電力自給率
66％を目指します。以後、同じ割合で再エネの導入が進み、
洋上風力発電が導入された場合には、2040年頃に再エネ電力
自給率が、100％を超えると見込んでいます（図.4）。

関連産業への参入支援、地域環境への配慮 　
◇自立・分散型（地産地消）エネルギーシステムの構築：エ
ネルギーの地産地消の推進、環境付加価値の活用
◇水素の利活用推進：調査研究・実証事業、水素関連製品導
入支援

③多様な手法による地球温暖化対
　策の推進
◇温室効果ガス吸収源対策：持
続可能な森林整備、ブルーカ
ーボンの推進
◇廃棄物・フロン類等対策：廃
棄物の発生抑制・リサイクル、フロン類排出抑制
◇基盤的施策の推進：県民運動、分野横断的施策、県の率先
的取組、環境学習

　温室効果ガスの排出削減対策である「緩和策」と併せ、気候
変動による被害を回避し軽減する「適応策」を気候変動対策の
両輪として取り組みます。適応策の例として、農林水産業では、
環境変化に対応した新品種、新品目の導入、自然災害では、降

雨量の増加等を考慮した治水計画の
検討、健康面では、熱中症予防の普
及啓発と注意喚起等を実施していき
ます。

　地球温暖化対策の推進と、再エネの導入促進及び気候変動適
応策を推進するに当たっては、県内各組織・団体との連携・協
働もと、全県的に施策を展開します。
　「温暖化防止いわて県民会議」を中
核とした体制の充実強化、地域の状況
に応じた対策を総合的かつ計画的に推
進する主体である市町村との連携体制
構築に向けた「県市町村ＧＸ推進会議」
の創設、「岩手県地球温暖化対策推進
本部」の体制強化などを図ります。

第2次岩手県地球温暖化対策実行計画は、令和5年3月中に改訂の予定です。
本掲載内容は、改訂案をもとに発行者が表現等に一部修正を加えています。
（表に示した数値は、端数処理の関係で合計値が合わない場合があります）

表.2 部門別温室効果ガス削減量・吸収量（千トン- CO2）・削減割合(%)

図.4 本県の再生可能エネルギーによる電力量と電力自給率
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温室効果ガス排出量・吸収量
2013年度
排出量

エネルギー
起源CO₂

排出量

吸収量

家庭部門
産業部門
業務部門
運輸部門

エネルギー転換部門
非エネルギー起源CO₂
メタン、一酸化二窒素、フロン類
再エネ導入
森林吸収

14,445
2,847
4,026
2,418
2,368
72

1,624
1,091

ー
ー

6,256
1,222
2,387
971

1,618
65

1,431
1,018

8,189
1,625
1,638
1,447
750
8

193
73

1,040
1,416

57
57
41
60
32
10
12
7
7
10

2030年度
排出量 削減量 削減割合（％）

▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲

▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲

注）用語説明
・エネルギー起源CO₂：石炭や石油等の化石燃料を燃焼して作られたエネルギーを産業や家庭が
消費することで生じるCO₂

・エネルギー転換：石炭、原油、天然ガス等の1次エネルギーを電力やガソリン、軽油、重油な
どの2次エネルギーへ転換する

・非エネルギー起源CO2：原材料として使用する工業プロセスや廃棄物の焼却から生じるCO₂
・FIP 制度：フィードインプレミアム（Feed-in Premium）再エネ発電事業者が卸市場等で売
電する際、売電価格に対して一定のプレミアム（補助額）を上乗せし再エネ導入を促進する

・ブルーカーボン：藻場・浅場等の海洋生態系に取り込まれる炭素



 ⑷ 要素間を矢印でつなぐ
　要素間は線でつなぎます。地域課題は因果関係を意識してつ
なぎ、課題を改善、悪化させるつながりや循環を見つけます。

⑸  取組と成果を発想する
　自分たちが考える「地域のありたい未来」と課題の間に、ど
のような関連があるのか、何を行うのが効果的かを検討し、具
体的な取組を考えます。地域課題と地域資源との因果関係から、
改善策を見つけ、取組と成果を考えます。また、地域の資源を
生かした取組を考え、成果と合わせて書き出します。

⑹ 足りない要素を追加する
　全体を見直すとありたい未来につながらない流れ、解決でき
ない課題が見えてきます。要素を追加し全部がつながるか、も
う一度考えます。できた地域版マンダラを5分程度で説明して
みます。説明しづらい場合は何らか
の要素が足りないのかもしれません。

●「いわて環境情報板」（WEB掲示板）発信中です！●

［E-mai l］ eco@aiina.jp
［Website］ https://www.aiina.jp/site/environment
［b l o g］ http://blog.iwate-eco.jp/
［Twitter］ http://twitter.com/iwate_eco
［Facebook］ https://www.facebook.com/iwate.eco
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◎環境学習交流センターは、特定非営利活動法人環境パートナーシップいわてが
　岩手県から委託を受けて、県との協働により運営しています。

シリーズ「地域循環共生圏」

－地域版マンダラを描いてみる－
　地域循環共生圏は国の第５次環境基本計画に示された考え方
で、地域の課題を踏まえ、地域資源を循環させ広域的ネットワ
ークの形成を目指すものです。そこでは、地域資源の活用をイ
メージする曼荼羅（マンダラ）作りが推奨されます。今回はマ
ンダラの描き方を紹介します。

⑴ 要素を付箋に書き出す
　地域版マンダラに盛り込む5要素（ありたい未来、地域課題、
地域資源、取組、成果）のうち、まずは「ありたい未来」を書
き出します。次は地域課題と地域資源です。すでに取組のアイ
デアや成果があれば加えます。配置を変えられるよう、付箋一
枚に内容を一つとします。

⑵ ありたい未来を目指して付箋を貼り付ける
　大きな紙に「ありたい未来」を貼ります。周りに地域課題、
地域資源、取組、成果を貼っていきます。後で要素間をつなげ
ますので、意識して配置し、足りない要素は適宜追加します。

⑶ 地域課題を深掘りする
　取組の具体化のためには地域課題の深掘りが必要です。起き
ている事象、原因、困っていることを分けて考えます。例えば、
よく地域課題にあがる「人口減少」で、具体的に「何が」「誰
が困っているのか」「原因は何か」を付箋に書き、地域課題の
周りに貼っていきます。背景や原因が同じ課題で複数あれば、
改善の鍵が見つかり同時解決につながる可能性があります。

環境学習交流センターイベント情報

★センター展示情報★

◆着物リメイクファッションショー10年の軌跡

※ 本誌は、岩手県企業局「環境保全・クリーンエネルギー導入促進積立金」を活用して発行しています。

◆動物写真パネル展示（盛岡市動物公園 ZOOMO）

掲載記事に関してご意見をお寄せください。右の
QRコードから入りアンケートにお答えください。

　東日本大震災津波被災地の人々を元気づけたアイ
ーナでの着物リメイクファッションショー
　10年の軌跡を紹介します。

　動物たちの写真パネル、はく製、
フンを展示します。

環境学習交流センターでは環境アドバイザー
の派遣、センターにおいでいただく訪問学
習、エコカーゴで出向く出張環境学習会を行
っています。お気軽にご相談ください。

てとて52号アンケートのお願い

地域循環共生圏のつくり方をまなぶ８

期間：3月1日(水)～4月30日(日) 期間：3月1日(水)～4月30日(日)

◆出典◆
環境で地方を元気にする地域循環共
生圏づくり
◆環境省ホームページ◆
http://chiikijunkan.env.go.jp/p
df/manabu/souzounotebiki.pdf

https://www.aiina.jp/site/environment/6558.html

地域課題

地域課題

地域課題

地域資源 地域資源

地域資源
取組

取組

成果
取組

成果成果

ありたい未来

ありたい未来


